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留意点
　この資料は、令和８年度当初予算のうち、
人口減少対策の主な支援メニューをまとめた
ものになります。
　人口減少対策の全事業を掲載しているもの
ではありませんのでご留意ください。

　各制度についての詳細は記載のお問合せ先
の担当課に直接お問い合わせください。
　　　　　　　　☎ 0576-24-2222（代）
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　令和８年度下呂市人口減少対策
　下呂市の将来人口は、2040 年に 1.9 万人まで減少すると国立社会
保障・人口問題研究所にて推計されており、生産年齢人口が著しく減少
するとされている 2040 年のまちの姿から将来を見据え、人口減少対
策の具体的かつ効果的な施策に取り組む必要があります。
　また、第三次総合計画の策定にあたり、「人口減少対策」「まちづくり」

「行財政改革」の３つの重点プロジェクトを設定しており、将来像の実
現に向けて、人口減少対策は大きなテーマとなっています。
　そこで、下呂市では『令和８年度下呂市人口減少対策』として３つの
方針を掲げ、人口減少対策を下記のとおり実施します。

①新規就農者を応援します
②資格取得・技術取得を応援します
③地元事業者の求人・雇用を応援します
④新しい「しごと」を始める方を応援します
⑤農林水産業の未来技術導入などを支援します

①移住・定住を支援します
②魅力を発信し、下呂市のファンを増やします
③下呂市が大好きなひとを育てます

①出産を支援します
②子育てを経済的に支援します
③子育てを総合的に支援します
④質の高い教育と保育を提供します
⑤安心して出産できる医療体制を整えます

方針Ⅰ
働く環境を整え

雇用を創出します

方針Ⅱ
郷土の魅力を高
め、移住・定住
を促進します

方針Ⅲ
安心して出産・
子育てができる
環境を整えます
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就職時の住所▶ 市内 市外 Ａ Ｂ Ｃ

１ 市内事業所に初めて就職すると　　　　（6 ページ） 10 万円 5 万円 ●

２ 市内事業所に初めて就職し 10 ヶ月勤務すると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6 ページ）

① 10 万円
② 5 万円

① 5 万円
② 2 万円

● ● ●

３ 高校新規卒業で市内介護保険事業所に就職すると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6 ページ）

20 万円 20 万円 ● ●

４ 市内林業事業体に就職すると　　　　　（7 ページ） 60 万円 60 万円 ● ● ●

５ Ｕ・Ｉターンで市内介護保険事業所に就職すると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7 ページ）

20 万円 20 万円 ● ●

６ 市内認可保育施設に保育士として就職すると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7 ページ）

20 万円 - ● ●

７ 市内介護事業所等に介護支援専門員として就職すると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （8 ページ）

20 万円 20 万円 ●

８ 東京圏に居住していない者が市内に移住して、
市内林業事業体に就職すると                   （8 ページ）

単身 60 万円、
２人以上の世帯

100 万円
- ● ●

９ 市内事業所で看護師として就職すると 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8 ページ）

50 万円 50 万円 ● ●

10 U ターンすると                                      （11 ページ） 20 万円 - ● ●

◆◆対象となる奨励金対象となる奨励金

Ａ Ｂ Ｃ

◆◆対象者対象者

Ａ ▶ 益田清風高校または下呂特別支援学校の新規卒業者
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　　人口減少対策メニューガイド
①下呂市で働きたい方へ①下呂市で働きたい方へ

Ｂ
Ｃ

▶ 中学・高校・大学などの新規卒業者（※上記を除く）

▶ 新規卒業者以外

②資格取得をしたい方へ②資格取得をしたい方へ
市内出身者 市外出身者

11 保育士資格の実習を市内認定こども園で
5 日以上行うと                                       （9 ページ）

ー 5 万円

12 市内認可保育施設で正規雇用となり、
民間賃貸に居住すると                           （12 ページ）

月額上限 3 万円（最大２年間）

13 介護等資格取得のための実習・アルバイトを市内事
業所で５日以上すると                           （9 ページ）

５万円分の宿泊助成券

14 介護支援専門員の資格取得・更新をすると
                                                               （9 ページ）

研修費用 2/3（上限３万円）
同交通費 2/3（上限５千円）



5
※詳しい条件は次ページからの各種事業をご覧ください。
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市内出身者 市外出身者

15 市内介護施設職員となり、県外事業所研修に行くと
                                                                    （10 ページ）

日当千円 / 日、旅費２万円 / 回
宿泊費９千円 / 日、研修費２千円 / 日

16 市内養成校で介護等専門職員資格を目指すと
                                                               （10 ページ）

家賃 1/2（月額上限３万円）
最大２年間

17 看護師等養成所で学び、市内就職を目指すと
                                                                    （10 ページ）

奨学金月額７万円貸与
市内一定期間従事で返還免除

支援内容

18 高等教育を目指す方に奨学金を貸与します
                                                                                      （15 ページ）

最大 480 万円の貸付
（最大 8 年無利子）

19 みらい奨学金を利用して、大学等を卒業してから市内に帰っ
てくると                                                                 （11 ページ）

最大約 170 万円の返還助成

③進学を考えている方へ③進学を考えている方へ

④下呂市に住みたい方へ④下呂市に住みたい方へ
支援内容

20 転入し、下呂市で家を購入すると                            （11 ページ） 最大 100 万円の助成

21 転入し、下呂市で民間賃貸で居住すると                 （12 ページ）
家賃の 1/2（上限 2 万円）

最大 2 年間

⑤出産・子育てを控えている方へ⑤出産・子育てを控えている方へ
支援内容

22 妊婦健診に行くと                                                      （12 ページ）
各種健診費用、交通費、分娩時交通費、

宿泊費の助成

23 出産すると                                                                （13 ページ）
出産祝金　第１子：10 万円

第２子：30 万円　第３子：40 万円
第４子：50 万円　第５子：60 万円

24 出産すると 2　　　　                                                     （13 ページ） 木製品をプレゼント

25 産前・産後にサポートが受けれます                               （13 ページ）
助産師による妊婦訪問

多胎妊婦サポート事業の実施

26 産後ケアを利用すると                                                     （14 ページ） 産後ケア利用費、交通費の助成

27 乳児期の保育を提供します                                             （14 ページ） 生後 6 か月～満 3 歳未満児保育

28 小学生の給食費を無償化します                                      （14 ページ） 小学生の給食費完全無償化

29 中学校に入学すると                                                        （15 ページ） 入学する新 1 年生に給付金を支給

30 高校へ通学すると                                                           （15 ページ） 定期代や下宿代を助成
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継続

地元就職支援事業

　市内事業所を支える人材を確保するため、益田清風高校または下呂特別支援学校を卒業後１
年以内に初めて就職した方に、最大 10 万円の奨励金を交付します。

◆対象者 　益田清風高校または下呂特別支援学校を卒業した方

◆条　件 　卒業後、１年以内に市内事業所に初めて正規労働者として就職した方（公務員を除く）

◆交付額 　就職時：市内居住者 10 万円、市外居住者５万円

１１ Ａ
地元高校就職者奨励金

介護職員確保対策事業３３ Ｂ Ａ
地域若手介護人材就職支援事業

　高等学校を卒業後 1 年以内に、市内介護保険事業所に就職した方に、20 万円の奨励金を交
付します。

◆対象者　高等学校新卒者

◆条　件　卒業後、1 年以内に市内介護保険事業所に就職し、継続して２年間勤務する方

◆交付額　20 万円

雇用促進奨励事業２２ ＣＢ Ａ
就職奨励金

　市内の事業所に初めて正規労働者として就職し、引き続き同一事業所に勤務した方に、
最大 10 万円の奨励金を交付します。

◆対象者　①中学校、高等学校、大学等を卒業後１年以内に市内事業所に初めて正規労働者として就職した方
　　　　　②上記以外で市内事業所に初めて正規労働者として就職した方（公務員を除く）

◆条　件　就職後、同一事業所で 10 ヶ月経過した方

◆交付額　①市内居住者 10 万円、市外居住者５万円　　②市内居住者　５万円、市外居住者２万円

方針Ⅰ働く環境を整え雇用を創出 ①新規就職者を応援します。

継続

継続

お問い合わせ先　産業振興課

お問い合わせ先　産業振興課

お問い合わせ先　高齢福祉課
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保育士確保対策事業

林業技術者育成・確保事業

　保育サービスの提供体制の維持、保育士の確保及び定着を図り、市内認可保育施設に就職し
た人に、20 万円の奨励金を交付します。

　岐阜県内に在住し、初めて市内林業事業体に就職した方に、60 万円の奨励金を交付します。

◆対象者　市内に住所を有し、保育士として市内認可保育施設に就職した人
　　　　　※退職から１年以上経過した潜在保育士も可

◆対象者　岐阜県内在住で、初めて市内林業事業体に就職した方

◆条　件 　保育士として３年以上継続して勤務する人

◆条　件 　継続して３年間勤務する方

◆交付額 　20 万円 ※令和 10 年度までの期間限定

◆交付額 　60 万円

６６

４４ Ａ

保育士就職奨励金事業

林業新規就業支援事業補助金

介護職員確保対策事業５５ Ｂ 
介護等専門職員Ｕ・Ｉターン就職奨励金

　Ｕターン・Ｉターン・近隣市町村居住により市内介護保険事業所に就職した方に、20 万円
の奨励金を交付します。

◆対象者　Ｕ・Ｉターンや近隣市町村から、市内介護保険事業所に就職した方

◆条　件　介護事業就労者となるための一定の資格を有する方 ( 予定含む ) で、継続して２年間勤務する方

◆交付額　20 万円

Ｃ

Ｃ

Ｃ

Ｂ 

Ｂ 

拡充

継続

継続

お問い合わせ先　林務課

お問い合わせ先　高齢福祉課

お問い合わせ先　こども家庭課
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林業技術者育成・確保事業８８ 林業就業移住支援事業補助金
　東京圏域外から市内に移住し、市内林業事業体に就職した方に、単身者 60 万円、世帯 100
万円の移住支援金を交付します。

◆対象者　東京圏域外から市内に移住し、「森のジョブステーションぎふ」において求人登録されている市内林業
　　　　　事業体に就職した方

◆条　件　同一林業事業体に継続して３年間勤務する方、市内に５年以上居住する意思がある方

◆交付額　単身者 60 万円、世帯 100 万円

介護職員確保対策事業７７ Ｃ

ＣＢ 

介護支援専門員人材確保支援事業
　市内介護事業所等において新たに介護支援専門員 ( ケアマネジャー ) として就職した人に
20 万円の奨励金を交付します。

◆対象者　市内介護事業所等において新たに介護支援専門員 ( ケアマネジャー ) として就職した方
　　　　　（自らが居宅介護支援事業所を開設する場合を含む）

◆交付額　20 万円

継続

継続

お問い合わせ先　高齢福祉課

お問い合わせ先　林務課

看護師等就職支援奨励金

  U ターン・新卒者・初めて市内の病院等に看護師として就職した方に 20 万円、継続勤務で
最大 50 万円、市内の病院等を退職後２年以上経過し再就職した方に 20 万円交付します。

◆対象者　市内の病院等で常勤の看護師（准看護師含む）として就職した⽅　　　

◆条　件 　2 年以上勤務が⾒込まれる⽅で、就職時の年齢が 45 歳未満の⽅

◆交付額 　２０万円 ( 継続勤務で最大５０万円 )、再就職者２０万円

99 看護師等就職支援奨励金
ＣＢ 

継続

お問い合わせ先　医療政策課
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保育実習奨励事業

介護等学生の実習・アルバイト奨励事業

介護支援専門員研修支援事業

　保育士資格を得る課程に就学中で、市内認定こども園で５日以上の保育実習を行う市外出身
の学生に、５万円分の宿泊助成券を給付します。

　介護等資格取得のための実習又はアルバイトを市内介護保険事業所で、５日以上行う学生に、
５万円分の宿泊助成券を給付します。

　介護支援専門員の新規取得・資格更新等の研修受講費最大３万円及び受講に要する交通費の
最大５千円を補助します。

◆対 象 者　保育士資格を得る課程に就学中で、市内認定こども園で５日以上の保育実習を行う市外出身の学生

◆対 象 者　介護事業就労者となるための一定の資格を得る課程に就学中の学生

◆対象者　新規取得研修、更新研修、専門員研修、再研修、主任介護支援専門員 ( 更新 ) 研修を受講する方

◆対 象 者　市内介護保険事業所で１日以上実習、またはアルバイトを行う学生

◆給 付 額　５万円分の宿泊助成券

◆給 付 額　１千円分の商品券（１日以上従事）、５万円分の宿泊助成券（５日以上従事）

◆補助額　研修受講費の２/ ３（上限３万円）
　　　　　受講に要する交通費の２/ ３（上限５千円）

②資格取得・技術取得を応援します方針Ⅰ働く環境を整え雇用を創出

継続

継続

お問い合わせ先　こども家庭課

お問い合わせ先　高齢福祉課

お問い合わせ先　高齢福祉課

継続

保育士確保対策事業1111

介護職員確保対策事業

介護職員確保対策事業

1313

1414
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介護職員等育成研修支援事業
　介護施設に従事している職員の能力及びモチベーションの向上を目指し、県外の介護保険事
業所において実施される研修に係る旅費及び、宿泊費、研修費を補助します。

◆対 象 者　市内介護事業所等で勤務する職員で、県外の介護事業所等において実地研修を受けた人、または
　　　　　　その職員を雇用する法人

◆補 助 額　日当 1,000 円 / 日、旅費 20,000 円 / 回、宿泊費 9,000 円 / 日、研修費 2,000 円 / 日

　介護等専門職員の資格取得のため、市外の養成校に就学し、卒業後、下呂市内で介護等専門
職員として働く意思がある方に、月額３万円（上限）の家賃を補助します。

◆対 象 者　介護等専門職員の資格取得のため、市外の養成校に就学し、卒業後、下呂市内で介護等専門職員とし
　　　　　　て働く意思がある方

◆補 助 額　家賃の１/ ２（月額上限３万円）　最大２年間

看護師等修学資金貸与事業
　将来、看護師または助産師として下呂市内の医療機関等に従事する意思がある学生に、
月額７万円を貸与します。

◆対 象 者　将来、市内の医療機関等において看護師等の業務に従事する意思があり、看護師等養成所に在学中で、
　　　　　　看護師等養成所長等の推薦を受けた方

◆貸 与 額　月額７万円　※市内で看護師または助産師として、貸与期間の 1.5 倍の期間を従事すると償還免除

お問い合わせ先　高齢福祉課

お問い合わせ先　高齢福祉課

お問い合わせ先　医療政策課

継続1515

介護職員確保対策事業

介護職員確保対策事業

介護等専門職員資格取得就学生家賃補助事業1616 継続

看護師等修学資金貸与事業

継続1717
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①移住・定住を支援します方針Ⅱ郷土の魅力を高め、
移住・定住を促進します

移住定住促進事業1010 Ｂ 
Ｕターンおかえり奨励金

　下呂市出身者が、定住の意思を持って再び下呂市に転入する場合、１人につき 20 万円の奨
励金を交付します。

◆対象者　専門学校、短大、大学等を卒業後１年以内にＵターンまたは、満 23 歳以上 40 歳未満の下呂市出身者で、
　　　　　４年以上 ( 学生の期間を含む ) 下呂市から転出しており、定住の意思を持って再び下呂市に転入した方

◆条　件　下呂市内に５年以上居住する意思がある方

◆交付額　20 万円（１人につき）　 ※令和 10 年度までの期間限定

下呂市移住促進住宅購入費等助成事業
　下呂市に定住の意思を持って転入し、新築又は中古住宅を購入する方に、最大 100 万円を
補助します。
◆対象者　下呂市に転入し、３年以内に住宅を新築・購入・改修する方（転入以前に３年以上市外在住の方）

◆条　件　下呂市に５年以上居住する意思があること　他

◆補助額　新築経費の１/10（上限 100 万円）
　　　　　中古住宅購入経費の１/ ５（上限 50 万円）、中古住宅改修経費の１/ ２（上限 30 万円）

継続

お問い合わせ先　地域創生課

お問い合わせ先　地域創生課

継続

みらい奨学金返還額支援補助金
　将来を担う地元の若者の U ターン及び定着並びに市内事業所への安定的な雇用を図るため、
みらい奨学金の返還額の一部を補助します。
◆対 象 者　みらい奨学金を借りて就学、卒業し、市内に在住して奨学金を返済している方

◆補 助 額　市内商工会加入事業所の正規労働者（月額返還額の 3/4）
　　　　　　上記に該当しない労働者（月 50 時間以上の非正規雇用含む）（月額返還額の 1/2）
　　　　　　就業していない又は月 50 時間未満の労働者の方（月額返還額の 1/4）
　　　　　　　※最大 84 か月分　最大約 170 万円補助

お問い合わせ先　地域創生課

新規

施策Ⅰ ③地元事業者の求人・雇用を応援します働く環境を整え
雇用を創出

みらい奨学金返還額支援補助金1919

移住定住促進事業2020

Ｃ
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保育士賃貸住宅家賃補助事業
　保育士就職奨励金の受給資格者のうち正規雇用され、市内の民間賃貸住宅に居住する方に、
月額３万円（上限）の家賃を補助します。
◆対象者　保育士就職奨励金の受給資格者（ただし単身に限る）

◆条　件　市内の民間賃貸住宅に居住する方

◆補助額　月額上限３万円（最大２年間）　 ※令和 10 年度までの期間限定

方針Ⅲ ①出産を支援します安心して出産・子育て
ができる環境を整えます

お問い合わせ先　こども家庭課

継続

下呂市Ｕ・Ｉ・Ｊターン促進家賃助成事業
　下呂市に定住の意思を持って転入し、市内の民間賃貸住宅に居住する方に、月額２万円

（上限）の家賃を補助します。

◆対象者　下呂市に転入し、民間の賃貸住宅の家賃を払う方（転入以前に 5 年以上市外在住の方）

◆条　件　 55 歳未満の方（下呂市に５年以上居住する意思があること　他）

◆補助額　家賃の１/ ２（上限２万円）　※交付期間２年間

継続

お問い合わせ先　地域創生課

保育士確保対策事業1212

移住定住促進事業2121

妊婦健康診査費助成事業
　妊婦健診に関する助成や救急搬送体制の整備により、妊婦の健康保持および異常の早期発見、
早期治療を図ります。開始した妊婦健診の交通費助成に加え、分娩取扱施設への交通費および
宿泊費の助成を新たに実施します。
・妊婦健康診査費用の助成
・妊婦健診交通費の助成
・【拡充】分娩時交通費及び分娩前宿泊費の助成
・下呂市ママ・サポート１１９（妊婦の救急搬送体制）

拡充

お問い合わせ先　健康課

妊婦健康診査費助成事業2222
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木製品ふれあい事業
　幼少期から木に触れる機会を提供し、木の良さや木を使う意義を学んで、「下呂市の森を思
う心」を育んでもらうため、出生時に木製品をプレゼントします。

◆対 象 者　新生児　※出生届時にお祝いとして木製品のカタログをお渡しします。

◆木 製 品　積み木、椅子など 11 種類

新規 産前・産後サポート事業
　助産師による妊娠期からの訪問支援により、産後うつ等の早期発見および必要な支援に繋げ
る。また、多胎妊産婦へのサポーター派遣により、育児の負担軽減を図ります。

・助産師による妊婦訪問の実施
・多胎妊産婦サポート事業の実施

お問い合わせ先　健康課

出産祝金支給事業
　次代を担う子の増加を図り、その出産を奨励祝福するため、出産祝金を支給します。

◆対 象 者　子どもの出生日に下呂市に住所がある母または配偶者
　　　　　　※子どもの数は生計を同じくする 18 歳以下の子どもをカウントする。

◆支 給 額　第１子：10 万円、第２子：30 万円、第３子：40 万円、 第４子：50 万円、第５子：60 万円
　　　　　　※第２子以降出産祝金支給事業（県補助）とあわせて支給。

お問い合わせ先　こども家庭課

継続

出産祝金支給事業2323

産前・産後サポート事業2525

木製品ふれあい事業2424 継続

お問い合わせ先　林務課
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新規 学校給食費無償化事業
　物価高騰が続く中、子育て世帯の負担軽減を図るため、小学生の給食無償化を実施します。

・小学生の給食費の完全無償化

お問い合わせ先　教育総務課

新規 乳児等通園支援事業
　同世代との集団生活を通じてお子様の健やかな育ちを応援するとともに、保護者の方の育児
負担や不安を和らげ、地域社会全体で子育てを温かく支え合う環境づくりを目指します。

・生後 6 ヶ月～満３歳未満児に対し時間単位で保育を提供

お問い合わせ先　こども家庭課

乳児等通園支援事業2727

学校給食費無償化事業2828

産婦支援事業
　母子とその家族が健やかに育児生活を送れるよう、産後ケア事業および産婦健康診査に係る
費用を助成します。また産後ケアの対象を全世帯へ拡大するとともに、産婦健診に係る交通費
助成を新たに実施します。

・産婦健康診査費用の助成
・【拡充】産後ケア利用費の助成
・【拡充】産婦健診交通費の助成

お問い合わせ先　健康課

拡充

産婦支援事業2626
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高等学校等通学費等支援交付事業
　高校生を持つ家庭への家計支援として、市内に通学する生徒の定期券代から３万円を控除し
た額を交付し、市外に通学する生徒の定期券代から６万円を控除した額を交付します。また、
その他の通学手段には５千円、市外に下宿して通学する生徒には２万円を交付します。
・【拡充】JR 又はバスの通学定期券に対する支援
・【拡充】徒歩、自転車、保護者の送迎その他の通学手段に対する支援
・【拡充】市外での下宿通学に対する支援

方針Ⅲ ②子育てを経済的に支援します安心して出産・子育て
ができる環境を整えます

お問い合わせ先　教育総務課

新規 中学校新生活応援給付金支給事業
　中学校入学という新生活に伴う子育て世帯の経済的負担を軽減することで生徒の修学を奨励
し、子育て世帯が安心して子育てできるまちづくりを推進します。

・中学１年生の保護者に対して給付金 3 万円を支給（基準日 4/1 在籍していること）

お問い合わせ先　こども家庭課

下呂市みらい奨学金事業
　子育て支援のほか、未来を担う人材の育成及び市内への U ターン・I ターン促進を目的とし
た新たな奨学金制度を運営します。

・高等教育を目指す方を対象に奨学金を貸与（最大 480 万円）
・在学中及び卒業後 4 年間（最大 8 年間）市が利子を負担

お問い合わせ先　教育総務課

下呂市みらい奨学金事業

新規1818

中学校新生活応援給付金支給事2929

高等学校等通学費等支援交付事業3030 拡充
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